
 

1 

 

高齢者保健福祉や地域福祉に関する実態調査の結果について 

① 調査の目的 

本調査は、「第10期介護保険事業計画」を策定するにあたり、市民の生活状況や要望、 

地域福祉活動に関する状況等を把握し、計画の基礎資料とすることを目的に実施しました。 

 

② 調査対象 

調査名 対象者 

一般高齢者調査 65歳以上で介護保険の要介護（要支援）認定を受けていない方 

介護保険認定者実態調査 介護保険の要介護（要支援）認定を受けている方 

在宅介護実態調査（対面） 
在宅の介護保険の要介護（要支援）認定者で、更新、区分変更申請を
行った方 

介護保険事業所調査 
市内のサービス事業者連絡会加入事業所、 
特定施設及び地域包括支援センター 

 

③ 調査期間 

令和７年12月16日～令和８年１月９日 

※在宅介護実態調査（対面）は令和８年３月３１日まで調査期間を延長しました。 

 

④ 調査方法 

郵送配布、郵送・ＷＥＢ併用回収（在宅介護実態調査においては、直接配布と回収） 

 

⑤ 回収状況 

調査名 配布数 回収数 有効回答率 

一般高齢者調査 2,000件 
郵送 1,257件 

66.8％ 
ＷＥＢ 79件 

介護保険認定者実態調査 1,000件 
郵送 520件 

56.3％ 
ＷＥＢ 43件 

在宅介護実態調査（対面）  対面 482件  

介護保険事業所調査 138件 郵送 102件 73.9％ 

  

資料３ 
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市民の生活状況等についての課題を整理するため、アンケートの結果を以下の通りまと

めました。 

 

介護保険事業計画関係 

① 介護サービスの利用状況について 

≪満足度≫ 

〇 73.8％が「普通以上」と回答しており、一定の評価を得ています。 

 

【介護保険認定者実態調査・問１９－２】 

・介護保険サービスの満足度について 
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≪今後のニーズ≫ 

〇 「福祉用具貸与（40.9％）」「通所介護（38.5％）」「住宅改修（21.7％）」が上位を占め、在宅生活の継続

を強く望むニーズが顕著です。 

【介護保険認定者実態調査・問２２】 

・介護サービスのうち、今後利用したいものについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答者数 = 563 ％

訪問介護（ホームヘルプサービス）

訪問入浴介護（浴槽を積んだ入浴車が自宅を訪問
して提供される入浴サービス）

訪問看護（自宅で看護師等が病状の観察や床ずれ
の手当てなどを行うサービス）

訪問リハビリテーション（自宅で専門職から機能
回復訓練を受けるサービス）

居宅療養管理指導（自宅で医師・歯科医師・薬剤
師等から、療養上の管理や指導を受けるサービ
ス）

通所介護（デイサービス）

通所リハビリテーション（老人保健施設等で機能
回復訓練を受けるサービス）

短期入所生活介護（特別養護老人ホーム等での
ショートステイ）

短期入所療養介護（介護老人保健施設等での
ショートステイ）

福祉用具の貸与（例：車イス、電動ベッド等）

福祉用具購入費の支給（例：ポータブルトイレ
等）

住宅改修費の支給

特定施設入居者生活介護（介護付有料老人ホー
ム、ケアハウス）

認知症対応型通所介護（認知症の方対象のデイ
サービス）

小規模多機能型居宅介護（デイサービスを中心
に、ホームヘルプサービスやショートステイも利
用できるサービス）

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

介護老人保健施設

介護医療院

無回答

19.2

8.5

14.4

14.0

12.8

38.5

21.0

13.9

10.3

40.9

17.6

21.7

8.2

9.8

10.7

7.8

15.3

7.8

5.3

17.1

0 20 40 60 80 100
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≪市の課題認識≫ 

〇 満足度を維持・向上するためには、引き続きサービスの質的な向上を継続することが不可欠です。ま

た、在宅生活を支える介護サービスへの需要に対応できる支援体制の強化が求められています。 

 

② 介護人材の確保について 

≪充足状況≫ 

〇 51.9％の事業所が「不足」と回答。 

 

【介護保険事業所調査・（５）②】 

・介護人材の充足状況について 

「大いに不足」「不足気味」を合わせた“不足”の割合が 51.9％、「やや充足」「充足」を合わせた“充

足”の割合が 26.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

≪不足する職種≫ 

〇 「介護士（32.0％）」「ケアマネジャー（18.7％）」「看護師（10.7％）」が上位。 

 

【介護保険事業所調査・（５）②】 

・特に不足している人材について 

「介護士」が最も多く、32.0％となっています。また、「その他」には「生活相談員」「早朝勤務

スタッフ」などが挙げられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大いに不足 不足気味 やや充足 充足 無回答

回答者数 =

　 102 12.7 39.2 20.6 5.9 21.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

　 75 32.0 18.7 10.7 6.7 6.7 25.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護士 ケアマネジャー 看護師 ヘルパー 運転手 その他
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≪不足の理由≫ 

〇 71.7％が「募集しても応募がない」と回答。構造的な人手不足が深刻。 

 

【介護保険事業所調査・（５）③】 

・介護人材が不足している理由について 

離職率が高い（定着率が低い）」の割合が 5.7％、「募集しても適正な人材がいない」の割合が

37.7％、「募集しても応募がない」の割合が 71.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪市の課題認識≫ 

〇 「募集しても応募がない」という現状に対し、従来の採用手法や魅力発信だけでは限界があります。今

後は、業務負担軽減・生産性向上と、離職防止（定着支援）を推進するとともに、潜在的な働き手が参画

しやすい環境を整備することで、現場の安定的な体制維持を支援していく必要があります。 

 

③ 介護保険施設等の整備について 

 

【介護保険認定者実態調査・問１８】 

・施設等への入所・入居の検討状況について 

「入所・入居は検討していない」の割合が 69.1％、「入所・入居を検討している」の割合が

11.2％、「すでに入所・入居申し込みをしている」の割合が 18.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答者数 = 53 ％

離職率が高い（定
着率が低い）
募集しても適正な
人材がいない
募集しても応募が
ない

その他

無回答

5.7

37.7

71.7

7.5

1.9

0 20 40 60 80 100

入所・入居は検討していない 入所・入居を検討している

すでに入所・入居申し込みをしている 無回答

回答者数 =

　 563 69.1 11.2 18.5 1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【介護保険認定者実態調査・問１８―１】 

・入所・入居を申込済みの施設について 

「特定施設（介護付有料老人ホーム・ケアハウス）」の割合が 30.8％と最も高く、次いで「特別養

護老人ホーム」の割合が 16.3％、「介護老人保健施設」の割合が 14.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪市の課題認識≫ 

〇 多くの方が施設利用を直ちに前提としない状況ですが、今後も安心して介護サービスを利用できるよ

う、安定した提供体制の確保が不可欠です。今後、実施予定の入所待機者調査や増加する有料老人ホー

ムの入居定員等の状況を踏まえ、サービス基盤の在り方について検討が必要です。 

 

  

回答者数 = 104 ％

特別養護老人ホーム

介護老人保健施設

介護医療院

グループホーム（認知症対応型共同生活介護）

特定施設（介護付有料老人ホーム・ケアハウス）

その他

無回答

16.3

14.4

6.7

6.7

30.8

9.6

29.8

0 20 40 60 80 100
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老人福祉計画関係 

①  介護予防活動等への参加について 

 

【一般高齢者調査・問 25】 

• 「いつまでも元気で、介護を受けなくてもよい生活（介護予防）のために、強化する必要があ

ると思うもの」については、「身近で運動できる場所や機会」が 68.7％と最も高く、次いで

「趣味、特技をいかせる機会」が 39.5％、「健康に関する教室」が 24.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【一般高齢者調査・問53】 

• 「地域住民の有志によって、いきいきした地域づくりを進める活動」について、「ぜひ参

加したい」、「参加してもよい」、「既に参加している」を合わせた「参加したい」が56.6％

となり、「参加したくない」の37.2％を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

【一般高齢者調査・問54】 

• 「地域住民の有志によって、いきいきした地域づくりを進めるとしたら、あなたはその活

動に企画・運営（お世話役）として参加してみたいと思いますか」に対し、「参加したく

ない」が63.6％であり、「ぜひ参加したい」、「参加してもよい」、「既に参加している」を

合わせた「参加したい」の30.8％を上回っています。 

 

 

 

 

 

  

ぜひ参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無回答

回答者数 =

　 1,336 3.5 48.2 37.2 4.9 6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ぜひ参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無回答

回答者数 =

1,336 1.1 26.3 63.6 3.4 5.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 = 1,336 ％

身近で運動できる場所や機会

趣味、特技をいかせる機会

健康に関する教室

社会貢献をする場所や機会

その他

無回答

68.7

39.5

24.0

12.7

5.9

7.6

0 20 40 60 80 100
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≪市の課題認識≫ 

〇 健康づくりや趣味を通じた活動の参加意欲が高い一方で、企画・運営役という重い役割に対しては消

極的な傾向があるため、参加の入口を多様化させるとともに、誰もができるだけ主体的な関わりがで

きるような仕掛けづくりが必要です。 

 

②  地域に必要な活動について 

【一般高齢者調査・問51】 

• 「住んでいる地域に必要な活動（課題）」については、「ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ

世帯、障がい者などの世帯を見守る活動」が27.9％と最も高く、次いで「誰もが気軽に立

ち寄ることができる居場所づくり（集いの場）」が21.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪市の課題認識≫ 

〇 地域に必要な活動として、ひとり暮らし高齢者等を見守る活動や、誰もが気軽に立ち寄ることができる

居場所づくりを求める声があることから、既存の高齢者サロンの活性化や、近隣住民同士が日常生活

のついでに様子を確認できるような、地域コミュニティをベースにした「緩やかな安否確認」の仕組みづ

くりが求められます。  

回答者数 = 1,336 ％

高齢者の家事の援助

高齢者の外出の援助

高齢者の買い物の援助

ごみ出しなどの簡単な作業援助

障がいのある人の家事の援助

障がいのある人の外出の援助

ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯、障がい者
などの世帯を見守る活動
障がいのある子どもとない子どもとの交流の機会
をつくる活動
子どもにとっての安全な登下校と遊び場を提供す
る活動

子育て中の親を支援する体制の整備

子ども同士、親同士のふれあい活動

中高年の健康維持の啓発を目的とした活動

近所付き合いや異世代交流がすすむイベントの開
催

防犯に関する活動

防災や災害救助に関する活動

誰もが気軽に立ち寄ることができる居場所づくり
（集いの場）
空き教室や空き店舗を使って交流の場をつくる活
動

その他

何も必要ない

わからない

無回答

11.3

15.6

16.8

11.2

6.4

5.8

27.9

3.3

8.8

4.8

3.3

10.0

9.4

18.3

16.3

21.8

4.5

2.6

3.6

26.0

6.1

0 20 40 60 80 100
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③  認知症に関する相談窓口や必要な地域の支援について 

【一般高齢者調査・問69】 

• 「認知症に関する相談窓口を知っていますか」について、「はい」が27.1％、「いいえ」が

66.2％と「はい」を大きく上回っています。 

 

 

 

 

 

【一般高齢者調査・問72】 

• 「認知症になったとしても安心して暮らし続けることができるために地域の支えとして

大切だと思うこと」は、「話し相手」が64.5％と最も高く、次いで「声かけ、見守り」が

61.9％、「近隣住民の認知症への理解」が46.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【一般高齢者調査・問75】 

• 「地域包括支援センター」を「知っている」が41.4％、「言葉は聞いたことがある」が34.7％

となっています。経年の変化を見ると、「知っている」割合が増えており、認知度が上が

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

知っている 言葉は聞いたことがある まったく知らない 無回答

回答者数 =

令和７年度調査 1,336

令和４年度調査 1,221

令和元年度調査 1,375

平成28年度調査 1,391

41.4

33.8

32.9

27.3

34.7

40.3

34.0

38.2

18.2

22.1

28.7

28.8

5.7

3.8

4.4

5.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

回答者数 =

　 1,336 27.1 66.2 6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 = 1,336 ％

話し相手

声かけ、見守り

外出時の付き添い

家事などの手伝い

気軽に立ち寄り交流できる場所

地域の中での居場所

災害時などの安否確認

スーパーやコンビニ、公共交通機関など、身近な
機関の認知症への理解

近隣住民の認知症への理解

無回答

64.5

61.9

34.1

31.0

25.7

18.0

31.4

24.8

46.3

8.0

0 20 40 60 80 100
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≪市の課題認識≫ 

〇 認知症に関する相談窓口を知らない人が多い一方で、地域包括支援センターの認知度は増加してい

ることから、より具体的な役割を含めた周知を行うことが必要です。また、認知症になったとしても

安心して暮らし続けることができるための地域の支えとしては、話し相手や見守り、近隣住民の理解

促進が必要という声が多いため、認知症の理解や対応に関する取組みが必要です。 

 

④  生活上の困り事や必要な支援・サービスについて 

【介護保険認定者実態調査・問 30】 

• 「生活する上で困っていること」に対し、「なし」が 40.3％と最も高く、次いで「病院や公共

機関への外出」が 23.6％、「生活費などの金銭面」が 14.7％、「買物」が 14.2％となっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【介護保険認定者実態調査・問27】 

• 「今後の在宅生活を継続するのに必要と感じる支援・サービス」は、「移送サービス（介

護・福祉タクシー等）」が23.6％、「配食」が17.1％、「外出同行（通院、買い物など）」が

16.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答者数 = 563 ％

生活費などの金銭面

住宅の構造

福祉、介護サービスの利用

隣近所や地域との関係

悩みを気軽に相談できる人、場所

買物

情報の入手

食事

病院や公共機関への外出

その他

特になし

無回答

14.7

8.9

8.9

3.0

6.7

14.2

7.6

12.1

23.6

2.5

40.3

8.5

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 563 ％

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉タクシー等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

無回答

17.1

6.7

11.9

10.5

10.3

16.9

23.6

10.8

6.9

0.9

33.6

15.3

0 20 40 60 80 100
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≪市の課題認識≫ 

〇 生活する上での困り事としては、買い物や病院への移動手段の確保が求められていることから、

既存の巡回バス等の補完となる柔軟な移動手段について検討する必要があります。また、金銭

面での不安に対する相談支援体制のあり方についても、関係機関と連携した検討が求められ

ます。 

 

⑤  ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）について 

【一般高齢者調査・問79】 

• 「あなたは、あなた自身の「ACP（アドバンス・ケア・プランニング）」についてご家族と 

話し合っていますか」に対し、「話し合っている（話し合った）」が11.4％、「知っている

が、話し合っていない」が26.9％、「知らない」と「わからない」を合わせた割合が56.0％

となっており、話し合いの割合が低い状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

≪市の課題認識≫ 

〇 ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）を知らない人や、わからない人が依然として多いため、

認知度を上げるとともに、希望する医療・介護について、日頃から話し合うことができるような

環境づくりが必要です。 

  

話し合っている（話し合った） 知っているが、話し合っていない 知らない

わからない 無回答

回答者数 =

　 1,336 11.4 26.9 37.1 18.9 5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑥  成年後見制度について 

【一般高齢者調査・問81】 

• 判断能力の不十分な方々の権利を擁護する「成年後見制度」を「知らない」が41.8％とな

っており、令和4年度より増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【一般高齢者調査・問83】 

• 成年後見制度の相談や利用支援などを行う「尾張北部権利擁護支援センター」を「知っている」

が 9.1％、「知らない」が 88.9％となっており、令和４年度調査と比較すると、「知っている」

の割合が微増しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪市の課題認識≫ 

〇 成年後見制度を知らない人が前回調査よりも増加し、尾張北部権利擁護支援センターの認知度も微増

にとどまっていることから、制度と合わせて認知度を高めることが必要です。 

 

  

知っている 知らない 利用している 無回答

回答者数 =

令和７年度調査 1,336

令和４年度調査 1,221

50.4

52.7

41.8

36.3

0.3 7.4

10.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている 知らない 無回答

回答者数 =

令和７年度調査 1,336

令和４年度調査 1,221

9.1

5.0

88.9

86.7

1.9

8.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑦  介護者向けサービスについて 

 

【介護保険認定者実態調査・問50】 

・ 「介護者向けサービス・活動の周知状況と利用意向」については、いずれも「知らない」割合

が高くなっています。また、『②ねたきり高齢者等介護者手当』、『③家族介護用品の支給』、『⑤

行方不明高齢者家族支援サービス』で「利用したい」割合が高くなっています。 

＜周知状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜利用意向＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪市の課題認識≫ 

〇 介護者向けサービスについて、利用意向が高い一方で制度を知らない層が一定数存在するため、必要

な人に必要な情報を提供する仕組みづくりが必要です。 

  

利用したい 利用したくない 無回答

回答者数 = 369

① 家庭介護のためのハートフルケアセミナー

② ねたきり高齢者等介護者手当の支給

③ 家族介護用品の支給

④ 外出支援サービス

⑤ 行方不明高齢者家族支援サービス

⑥ 認知症カフェ、家族・介護者交流会

29.3

46.6

53.7

48.8

36.6

26.0

39.0

22.5

17.6

22.0

33.6

43.9

31.7

30.9

28.7

29.3

29.8

30.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている 知らない 無回答

回答者数 = 369

① 家庭介護のためのハートフルケアセミナー

② ねたきり高齢者等介護者手当の支給

③ 家族介護用品の支給

④ 外出支援サービス

⑤ 行方不明高齢者家族支援サービス

⑥ 認知症カフェ、家族・介護者交流会

15.2

10.6

17.1

32.5

12.7

28.7

69.9

73.2

68.0

51.8

74.3

56.6

14.9

16.3

14.9

15.7

13.0

14.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑧  身寄りのない高齢者の困り事について 

【一般高齢者調査・問84】 

・ ちょっとした家事（買い物、ごみ出し、電球交換、庭の草取り、書類整理、生活費の管理）を

行う人（家族や友人等）がいないために困ったことが「ない」が 92.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

【一般高齢者調査・問85】 

・ 保証人や緊急連絡先となる人がいないために、賃貸住宅への入居や、病院への入院、施設への

入所ができないことで困ったことが「ない」が 96.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

【一般高齢者調査・問86】 

・ 亡くなったあとの手続きを行う人がいないために不安に感じることが「ない」が 72.2％となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

≪市の課題認識≫ 

〇 亡くなったあとの手続きやちょっとした家事（買い物、ごみ出し、電球交換、庭の草取り、書類整理、生

活費の管理）を行う人がいないために困っている層も少ないながら一定数存在することから、身寄りの

ない高齢者の支援体制についての検討が必要です。 

ある ない 無回答

回答者数 =

　 1,336 6.7 92.2 1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある ない 無回答

回答者数 =

　 1,336 1.2 96.3 2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある ない 考えたことがない 無回答

回答者数 =

　 1,336 8.2 72.2 17.7 1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%


